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１ コンゴ共和国に対する開発協力のねらい 

コンゴ共和国（以下、「コンゴ（共）」という。）は、歳入の約８０％及び輸出

の約８５％を石油産業が占める原油産出国で、その他、天然ガス等の鉱物資源や

水産・森林資源を擁していることもあり、一人当たり国民総所得1は中部アフリ

カでは比較的高い水準にあるものの、石油の国際市場価格の変動等外的要因に

影響を受けやすい経済構造が影響し、同国の対ＧＤＰ比公的債務は約８５％に

まで達している（２０２３年、ＩＭＦ）。都市周辺部や地方での貧困問題は依然

として根深い上、周辺地域から多くの難民2が流入し、以前にも増して公共サー

ビスが行き届かず、深刻な人道状況を抱えている3。 

 かかる背景の下、サス・ンゲソ大統領は、２０２１年３月の再選時に国家戦略

の刷新を指示し、同国は、経済構造の転換・経済多角化の推進を軸にした経済発

展、貧困の削減等に向け、国家開発計画（ＰＮＤ）（２０２２～２０２６年）を

策定し、ガバナンス、成長と社会の多角化、経済・社会インフラの整備、包括的

社会開発、持続可能な開発を主な優先課題として取り組んでいる。 

コンゴ（共）は、安保理改革に係るアフリカ１０か国委員会、大湖地域国際会

議の構成国であり、同国への支援は地域の安定及び国際場裡を含む我が国との

協力関係強化や安保理改革にも資する。特に、我が国にとって、同国は主な木材

輸入先であるところ、同国の持続可能な開発に協力することは、我が国の資源外

交の観点からも極めて重要である。 

 

２ 我が国のＯＤＡの基本方針（大目標）：「包摂的かつ持続的可能な成長」に向

けた基礎的社会サービスへのアクセス拡大及び経済基盤の整備支援 

 経済の多角化を通じた「包摂的かつ持続的な成長」の実現に貢献するため、基

礎的社会サービスへのアクセス拡大及び経済基盤の整備等に係る支援を行う。 

 

３ 重点分野（中目標） 

（１）包摂的な成長に向けた基礎的社会サービスへのアクセス拡大 

 コンゴ（共）の基礎生活分野の改善を通じた安定化及び包摂的な成長に貢献す

るため、教育、保健・医療、水・衛生等の基礎的社会サービスの向上に協力する。 

（２）持続可能な成長に向けた経済基盤の整備 

産業多角化のため、農林水産業・エネルギー等の分野における経済基盤整備に

 
1 2,470 ドル（2023 年世界銀行） 
2 42,182 人（2023 年国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）） 
3人間開発指標は 191 か国中 148 位（2023 年国連開発計画（UNDP）） 



資する支援及び産業人材の能力強化のための支援を実施する。また、自然環境に

配慮した、環境保全と両立した持続可能な成長に貢献する協力を実施する。 

 

４ 留意事項 

（１） 中部アフリカ諸国経済共同体、中部アフリカ経済通貨共同体等の地域機

関の枠組みを活用し、地域レベルで各分野の課題に取り組む案件形成を

優先する。 

（２） コンゴ（共）のエネルギー分野に対する日本企業の潜在的な関心にも留

意しつつ、官民連携や民間投資の促進につながる支援を行う。 

（３） 案件形成にあたって、デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）及

び気候変動対策を含むグリーン・トランスフォーメーション（ＧＸ）等

開発協力大綱の重点分野、法の支配・ガバナンス、女性・平和・安全保

障等の分野横断的な課題も考慮する。 

（了） 

別紙： 事業展開計画 

 


